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[Ⅱ]現状の認識
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これまで、ステージⅢ相当の対策が必要な地域では、医療提供体制及び公衆衛生体制への負荷が増大・継続
してきた。加えて、重症者数の増加はしばらく続き、年末年始の医療提供体制に重大な影響が生じるおそれがある。

既に一部の地域では、医療提供体制の面では、病床や人員の増加が簡単には見込めない中で、新型コロナウイ
ルス感染症の診療と通常の医療との両立が困難になり始めている。また、都市部を中心とした保健所では、保健所
の負担が増加してきた結果、感染防止のために感染源を特定するいわゆる「後ろ向きのクラスター調査」を行う余裕
がなくなってきている。

こうしたことから、第17回新型コロナウイルス感染症対策分科会の提言（令和２年11月25日）を踏まえ、現
在、いくつかの地域では、酒類を提供する飲食店等への営業時間短縮要請、Go To関連事業の見直し、人々に
対する外出自粛要請等の措置が、短期間に集中して12月中旬頃までの予定で実施されている。

一方、多くの人々は行動自粛に協力して頂いている中、これ以上の行動自粛要請に対し、いわば辟易している。
また、事業者においても、長く続く対策の影響などにより、経済的な打撃を受けているため、対策の早期の緩和を望
む声がある。

第１８回新型コロナウイルス
感染症対策分科会

これまでの分科会からの提言を踏まえ、特にステージⅢ相当の対策が必要となる地域においては、短期間に現在の
感染拡大を沈静化させるために、強い対策が行われている。
そうした対策によって感染拡大が沈静化に向かうか否か等、対策の効果の見通しは、各都道府県におけるこの強い

対策の期日である12月中旬頃を目途に分析・判断する必要がある。したがって、現時点においては、今後、どのような
施策を考えればよいのかの参考にして頂く目的で、「想定されるシナリオ（状況）」を示した上で、「各状況において行う
べき取組」を示すこととする。
そこで、分科会としては、まず現状の認識を示した上で、シナリオに関わらず共通して実施すべき施策とともに、各シナ

リオで行うべき施策の方向性について、以下のとおり、政府に提言させて頂きたい。

[Ⅰ] はじめに



（１）マスクの着用（飲食時含む）や「感染リスクが高まる「5つの場面」」等に係る情報発信

（２）飲食店をはじめとした業種別ガイドラインの徹底
 アクリル板の設置、CO2濃度センサーを活用した換気の徹底、飲食時のマスク着用等

（３）保健所の負荷も勘案した効率的な感染対策の実施
 地域の感染状況も踏まえ重症化リスクがある人々に重点的に積極的疫学調査を実施すること
 陽性者と接触した自覚のない接触者を効率的かつ速やかに発見するためのCOCOAの積極

的な活用に向けた情報発信

（４）財政的支援を含め、医療提供体制及び保健所の強化を進めていくこと

（５）高齢者施設・医療機関等における積極的な検査によるクラスターの早期の封じ込め

①地域での連携及び支援
 感染が疑われた場合には事業者・地方公共団体・医療従事者で素早く情報共有し連携すること
 地方公共団体による高齢者施設の訪問により対策の支援を進めること
 以上の対応を国や都道府県が支援すること
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[Ⅲ]シナリオに関わらず共通して実施すべき施策
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シナリオに関わらず、以下の施策については、十分に実施して頂きたい。



②検査
 高齢者施設等において利用者や従事者に発熱症状などがある場合には迅速に検査を行い、

一例でも陽性者が発見された場合には施設内の検査を徹底すること
 クラスターが複数発生している地域では、クラスターが発生している施設と関係のある施設に

おいて、上記の条件に合致しなくても、積極的に検査を行うこと
 院内感染時においても医療機能を維持・早期再開するため、濃厚接触者以外は検査を実施

した場合であっても陰性であれば14日間の自宅待機の対象外であり、引き続き従事可能で
あることの徹底

 感染者の入院期間については、症状軽快後72時間経過している場合は、発症日から10日
経過した時点で検査をせずに退院可能であることの周知の徹底

 濃厚接触者の健康観察の期間は、現在14日間となっているが、その期間を短縮できるか否
かについて、科学的知見を踏まえ早急に検討すること

（６）感染症に強い社会の構築
 今後もこのような感染の波が来ることを想定し、「感染症に強い社会」を構築すること
 また、事業者が長期的な視野で、「感染症に強いビジネスモデル」の構築に取り組むことがで

きるよう、政府としても後押しすること
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このシナリオの対象地域は、ステージⅢ相当の対策が必要とされていた地域であるものの、「報
告数の減少が見られる地域」である。この地域においても、感染の状況や医療提供体制への負
荷等が、少なくともステージⅡ相当以下の水準まで引き下げることが必要である。

したがって、これまでの対策を中心に、一定の取組を継続することが必要と考えられる。

（１）若年層等の心に届くメッセージの発信
 感染しても無症状であることが多い若年層や中年層に届く効果的な情報発信を行うこと

（２）営業時間短縮要請について
 営業時間短縮要請などの社会経済的な影響が強い施策については、感染状況や医療提供

体制の逼迫とその見通しも踏まえつつ、国と各地方公共団体が連携し、継続するか否かにつ
いて適切に判断すること
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３つのシナリオは、国、地方公共団体がこれからの対策を進める上で参考にして頂きたい。
地方公共団体においては、今まで以上にリーダーシップを発揮して先手を打って頂きたい。
国は、地方公共団体が迅速な意思決定を行えるよう、後押しをして頂きたい。

【シナリオ１】 感染減少地域



このシナリオの対象地域は、ステージⅢ相当の対策が必要とされていた地域で、なおかつ、「報
告数が高止まりしている地域」である。この地域で、感染高止まり状況がさらに継続すると、医療
提供体制や公衆衛生体制に大きな支障が発生する。

感染高止まり状況にあることは、これまで実施してきた対策の実効が、感染拡大を沈静化させ
るまでには上がっていないことを示す。

したがって、現行の対策の延長だけでなく、対策の更なる強化を図ることが必要と考えられる。

（１）延長・強化すべき対策
 営業時間短縮要請を引き続き推進

（必要に応じエリアの拡大や時間短縮の20時への前倒し等を検討。）
 強い警戒メッセージの発信
 テレワークや休暇の分散取得促進の更なる徹底
 イベント開催要件の厳格化（知事の判断）
 感染予防を徹底できない場合における、感染が拡大している地域とそれ以外の地域との社会

経済圏域を越えた往来の自粛要請の推進
※なお、Go To Travel事業及びGo To Eat事業についても、ステージⅢ相当の対策が必要

な地域では一時停止。ステージⅡ相当と判断された場合には事業を再開。
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【シナリオ２】 感染高止まり地域



（２）医療機関や保健所の負荷への対応及び効率的な感染対策
 軽症・無症状者の宿泊療養・自宅療養の促進
 都道府県域を超えた受け入れ調整の促進
 医療体制が逼迫している地域への医療スタッフの派遣（全国知事会と連携した医療スタッフ

の派遣、自衛隊等による医療スタッフの派遣※）
 医療・介護従事者を支援するため医療機関等に対して更なる強力な財政支援等（インセン

ティブを強化するなど）を行うこと
 特に重症者が多くなる地域に対して関連学会と連携した専門医派遣
 自衛隊・海上保安庁等による離島等からの患者移送※
 退院基準（症状軽快から72時間以上経過し、かつ発症から10日経過した場合等）を満た

した患者の受入れ先の確保支援
 院内感染時においても医療機能を維持・早期再開するための濃厚接触者以外は検査を実

施した場合であっても陰性であれば14日間の自宅待機の対象外であり、引き続き従事可能
であることの徹底

 自宅療養・宿泊療養者に対する健康観察におけるHER-SYS等の積極活用
※自衛隊の派遣については、都道府県知事からの要請に基づく災害派遣により実施。
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【シナリオ２】 感染高止まり地域（続き）



このシナリオの対象地域は、ステージⅢ相当の対策が必要とされていた地域で、なおかつ、「報
告数が継続して拡大している地域」である。その中には、感染がさらに拡大すれば、ステージⅣ相
当の対策が必要になる地域も含まれる。

こうした地域では、深刻な医療提供体制の機能不全等を避けるため、人の動きや接触機会の
更なる低減策を講じることが必要である。

緊急事態宣言を回避すべく、強い警戒メッセージを発出しつつ、対策の抜本的な強化を図るこ
とが必要と考えられる。

（１）強化すべき対策
 エリア拡大・時間短縮の前倒し等、営業時間短縮要請の強化
 強い警戒メッセージの発信
 テレワーク目標を設定（例えば５割）し、その徹底を推進
 イベント開催要件の厳格化（目安を国より通知）
 感染が拡大している地域とそれ以外の地域との県境を越えた移動の自粛要請

※なお、Go To Travel事業及びGo To Eat事業についてはシナリオ２と同様に一時停止。
 当該地域内における不要不急の外出自粛要請

（２）医療提供体制・保健所機能の更なる強化
※シナリオ２で示した医療提供体制・保健所機能の強化の更なる徹底。
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【シナリオ３】 感染拡大継続地域


